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平成 27 年 6 月 30 日に「経済財政運営と改革の基本方針 2015」（骨太の方針）が閣議
決定されました。わが国の財政収支の膨大な赤字を 2020 年度には黒字化するため，

経済の再生策とともに社会保障費の抑制策が織り込まれています。社会保障の抑制策にお
ける介護保険の箇所は以下の通り（原文のまま）で，「負担能力に応じた公平な負担」「給
付の適正化」という目的で記述されています。
　「公的保険給付の範囲や内容について検討した上で適正化し，保険料負担の上昇等を抑
制する。このため，次期介護保険制度改革に向けて，高齢者の有する能力に応じ自立した
生活を目指すという制度の趣旨や制度改正の施行状況を踏まえつつ，軽度者に対する生活
援助サービス・福祉用具貸与等やその他の給付について，給付の見直しや地域支援事業へ
の移行を含め検討を行う」
　この発表後，軽度者の福祉用具が給付から外されるという危機感が，福祉用具業界を覆
いました。これには布石があり，6 月 1 日に財務省の諮問機関である財政制度等審議会が
要支援者および要介護 1・2 の生活援助と福祉用具貸与を原則自己負担（一部補助）にす
ることを求めていました。これが骨太の方針に政府案として盛り込まれたことになります。
　介護保険の福祉用具の給付は，2006 年に軽度者（要支援，要介護 1）に対する給付制限
が行われており，この経験も後押しして危機感は募るばかりです。介護保険の半分は税金
で賄われており，国の財政状況からはこの負担を少なくすることは必要で，「負担能力に応
じた公平な負担」には納得がいきます。一方の「給付の適正化」という目標に福祉用具が
馴染むのかは疑問です。福祉用具は要支援・要介護度に関係なく自立を支援するために有
用なものであり，軽度者のみに給付を制限する合理的な理由が思いつかないからです。介
護保険の対象を要介護 3 以上のものにするという根本的な制度変更をするなら別ですが
…。いずれにしろ「給付の適正化」という名目で検討が開始されることは間違いなく，今
後の動向に目が離せません。
 編集委員　渡邉愼一
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